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2024年9月27日 

各  位   

会 社 名 京阪神ビルディング株式会社 

代表者名 代表取締役社長 若林 常夫 

 (コード番号 8818 東証プライム) 

問合せ先 常務執行役員管理統括 多田 順一 

 (TEL 06-6202-7331) 

 

長期経営計画見直しのお知らせ 

 

当社は、2024年9月27日開催の当社取締役会において、2023年5月12日に開示いたしました2024年3月

期から2033年3月期までを計画期間とする長期経営計画の見直しを決議いたしましたので、下記のとおり

お知らせいたします。 

 

記 

 

１．長期経営計画見直しの背景 

 当社は、2023年5月12日に2024年3月期から2033年3月期までを計画期間とする長期経営計画を策定・

開示いたしました。計画初年度である2024年3月期は、収益物件として浅草駅前ビルの取得、他社とのアラ

イアンスによるエクイティ投資を2件、海外投資については、現地の情報収集やノウハウ吸収のため米国に

所在するファンドへの投資など、概ね当初計画とおりに進捗しました。 

今般、資本コストや株価を意識した経営の実現に向けた投資家等との対話を踏まえ、長期経営目標の

早期達成への期待に応えるとともに、政策保有株式の縮減目標も掲げることで、長期経営計画を見直すこ

とにいたしました。 

 

2．長期経営計画見直しの内容 

（1）業績指標の一部見直し 

  全ての新規事業において、立ち上げ・実施を前倒しすることにより、業績指標を以下のとおり見直します。 

長期経営計画フェーズⅠ最終年度（2028/3期）のROE目標を、6％以上から7％以上に上方修正します。 

フェーズⅡ最終年度（2033/3期）のROE目標8％以上は据え置きながら、前倒しでの実現を目指します。 

（下線部分は変更箇所） 

 フェーズⅠ最終年度（2028/3期） 

見直し前 見直し後 

事業利益 
※営業利益＋投資事業組合運用損益等 

70億円 80億円 

償却前事業利益 
※事業利益＋減価償却費 

110億円 120億円 

ROE 
※当期純利益/自己資本 6.0％以上 7.0％以上 

 
（2）政策保有株式の縮減 

政策保有株式の連結純資産に対する割合を、2024/3期の16.6％からフェーズⅠ最終年度（2028/3期）

までに10％以下に縮減いたします。 
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なお、政策保有株式の縮減に伴う売却代金につきましては、持続的な成長のための投資や株主還元

（配当、自己株式取得等）に活用してまいります。その結果、資本効率の向上にも一定の寄与を見込んで

おります。また、縮減対象となった株式の発行企業とは丁寧な対話を行い、当社の方針についてご理解

いただけるよう取り組んでまいります。 

 

（3）株主還元 

   配当性向目標45％程度はそのままに、1株当たり利益の成長を通した安定的な配当と増配を中心とし

た累進配当といたします。 

 

※詳細につきましては、添付資料「長期経営計画（2024年3月期～2033年3月期 10ヵ年）2024年9月更新

版」をご参照ください。 

 

以 上 
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